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愛知県国民保護計画（案）に対する

パブリック・コメントの結果について

１ 意見募集期間

平成１７年９月１日～３０日

２ 提出件数

１０５ 件

（１）方法別

郵 便 ファックス 電子メール 持 参

６８ 件 ２３ 件 １１ 件 ３ 件

（２）男女別

男 性 女 性 記載なし
６８人 ３６人 １人

（３）住所別

市町村名 件数 市町村名 件数 市町村名 件数 市町村名 件数

名古屋市 ６３ 春日井市 ４ 一宮市 ３ 日進市 ３

東海市 ３ 大府市 ３ 南知多町 ３ 犬山市 ２

江南市 ２ 東郷町 ２ 尾張旭市 １ 小牧市 １

清須市 １ 愛西市 １ 半田市 １ 常滑市 １

刈谷市 １ 高浜市 １ 蒲郡市 １ 豊山町 １

蟹江町 １ 甚目寺町 １ 大治町 １ 幸田町 １

県 外 １ 不 明 ２

（４）年代別

２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代 ８０代 不明
４人 ６人 １８人 ３４人 ２４人 １１人 ３人 ５人

３ 意見の概要及び県の考え方

（１）国民保護計画を作成することについて

【 】意見の概要

、 。○真に国民を保護するためには 憲法を遵守し戦争が起きないよう努力することが大切である

○戦争をしないことが、一番安全に暮らせることだ。

○ほとんどあり得ない事態に備えることは合理性に欠ける。

○国民保護計画は、社会を日常的に軍事化するものであり作成すべきではない。

○対応不可能な事態を想定して、国民保護計画を整備することは意味がない。

○国民保護計画を作成するかどうかは、各自治体の独自の判断で対応できるようにされたい。
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【県の考え方】

平和への取り組みや努力を積み重ねることは大切なことと思っております。

しかし、こうした努力にもかかわらず、万一、武力攻撃事態などに至った場合に、国や地方公

共団体が、国民の生命・身体・財産を保護するため 「武力攻撃事態等における国民の保護のた、

めの措置に関する法律 （以下「国民保護法 ）が、昨年９月に施行されました。この法律で、」 」

知事に対し、国民の保護に関する計画の作成が義務づけられました。

従って、県国民保護計画は、住民の生命・身体・財産を武力攻撃災害から保護するためのもの

であり、社会を日常的に軍事化しようとするものではありません。県としては、国民保護法、国

が定めた「国民の保護に関する基本指針 （以下「基本指針 ）に基づき、住民を保護するため」 」

できる限りの計画を作成したいと考えています。

地方公共団体は、国民保護法により、第一号法定受託事務として国民保護計画を作成すること

が義務づけられております。

〈参照法令〉国民保護法第３４条、第３５条、第１８６条

（２）自然災害への対策などの充実について

【 】意見の概要

○県に求められているのは、地震などの自然災害から住民を守ることであり、現在の防災計

画の充実を図られたい。

○発生時期・場所・規模が不確定である武力攻撃事態・緊急対処事態よりも、近く必ず起き

ると言われている地震への対策に予算とエネルギーを使うべきだ。

○避難計画や救援への取り組みは、防災計画の拡充を基本とし、軍事的な色合いがないもの

にして欲しい。

【県の考え方】

県は、災害対策基本法により、豪雨、地震などの自然災害や、大規模な火事、爆発などによる

、 、 。災害から住民を保護するため 必要に応じて 地域防災計画の見直しを行い充実を図っています

また 「愛知県地震防災推進条例」や 「あいち地震対策アクションプラン」を定め、地震対策、 、

を推進しています。

国民保護法によって、新たに県は、武力攻撃から住民の生命・身体・財産を保護するための広

範な責務を負うこととなりましたので、県地域防災計画とは別に県国民保護計画を作成するもの

であります。また、県国民保護計画は、住民の生命・身体・財産を武力攻撃災害から保護するた

めのものであり、軍事的な色合いを持つものではありません。

〈参照法令〉災害対策基本法第４０条、国民保護法第３４条、第３７条

（３）計画の実効性、想定する事態に関すること

【 】意見の概要

○もっと確実に国民を保護することができる計画を作成して欲しい。

○発生する事態が具体的に想定できないのに、実効性のある計画はできない。

○武力攻撃事態の想定として４類型があげられているが、日本に対しこのような攻撃が実際

にありうるのか。

○「武力攻撃災害」という語を用いて武力攻撃による被害と自然災害を同一視しないで欲し

い。

【県の考え方】
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県国民保護計画（案）の策定に当たっては、国民保護法、基本指針、国が作成した都道府県国

民保護モデル計画（以下「モデル計画 ）や、国との相談を基に、計画に必要な内容を記載しま」

した。なお、国民保護措置は新たな取り組みであり、基本指針においても、国民保護措置につい

て絶えず検証がされていくべきものであり、政府は、その検証に基づき必要に応じて基本指針の

変更を行うとしております。従って、計画作成後も、国民保護措置に係る研究成果や新たなシス

テムの構築、国民保護措置についての訓練の検証結果などを踏まえて、不断の見直しを行い、計

画の実効性を高めていきます。

、 、「 」、「 」、基本指針は 想定する武力攻撃事態として 着上陸侵攻 ゲリラや特殊部隊による攻撃

「弾道ミサイル攻撃」及び「航空攻撃」の４類型を挙げています。国民保護法は、県に対して、

基本指針に基づいて国民保護計画を作成することを義務づけており、万一の場合に備えて計画を

作成しておくことは必要なことと考えます。

災害対策基本法が対象とする「災害」と、国民保護法が対象とする「武力攻撃災害」とは、法

律上明確に区別されています。

〈参照法令〉国民保護法第３２条、３４条

災害対策基本法第２条第１号、国民保護法第２条第４項

（４）基本的人権の尊重について

【 】意見の概要

○住民の基本的人権の侵害がないようにされたい。

○放送機関に対して、言論その他表現の自由が保障されなければならない。

○個人情報の保護を図って欲しい。

○日本国籍を持たない人への差別や、人種差別がないようにして欲しい。

【県の考え方】

武力攻撃事態などにおいても、基本的人権を尊重すべきことは、国民保護法第５条に規定され

ており、県国民保護計画（案）にもその旨を明記しています。

放送事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関が実施する国民保護措置については、そ

の言論その他表現の自由に特に配慮しなければならないことが、国民保護法第７条第２項に規定

されており、県国民保護計画（案）にもその旨を明記しています。

、「 」 「 」個人情報の保護については 個人情報の保護に関する法律 及び 愛知県個人情報保護条例

に基づいて、適正に取り扱われます。

県国民保護計画（案）では、本県に居住し、又は滞在している外国人についても、国民保護措

置の対象とすることを明記しており、日本国籍を持たない人や人種による差別はありません。

〈参照法令〉国民保護法第５条、第７条第２項

個人情報の保護に関する法律、愛知県個人情報保護条例

（５）訓練について

【 】意見の概要

○避難訓練については、全ての住民にとって必要でない。

○避難訓練について、参加しない自由があることを明確に保証して欲しい。

【県の考え方】

平素から避難訓練を始め、できる限りの備えをしておくことは必要なことであると考えます。

なお、住民の避難訓練への参加についての協力を要請する場合には、県国民保護計画（案）に



- 4 -

05/10/18

おいても、住民の自発的な協力が得られるように努めることが明記されており、訓練の参加はあ

くまで住民の自発的な意思によるものです。

〈参照法令〉国民保護法第４２条第３項

（６）住民の避難について

【 】意見の概要

○高齢者、障害者等の避難や、都市部の住民を避難させることは事実上不可能ではないか。

○他県への避難や、全住民の避難が、本当に可能なのか。

○他県には、愛知県からの避難住民を収容する十分な施設はあるのか。

○愛知県には、他県からの避難住民を受け入れる体制はできるのか。

○核攻撃まで考えているが、核攻撃に対する避難ができるのか。

。○奇襲・奇策を用いるゲリラや特殊部隊による攻撃又はテロから国民が逃れることは困難だ

○国民保護法に基づく住民の避難は、自衛隊やアメリカ軍の行動より優先されるのか。それ

とも、自衛隊やアメリカ軍の行動が優先されるのか。

【県の考え方】

要援護者の避難、都市部からの避難、他県への避難や、避難施設の確保については、国民保護

法、基本指針、モデル計画に基づき、県国民保護計画（案）に避難の基本的な方針を記載しまし

た。今後、この計画に沿って、他の都道府県、市町村及びその他の関係機関と連携・協力し、具

体的な実施方策を構築していきます。

核攻撃を受けた場合、国から示される核攻撃の特性に応じた避難措置の指示の内容を踏まえ、

適切な避難に努めます。

また、ゲリラや特殊部隊による攻撃などについては、国、県、市町村等の関係機関が連携し、

攻撃の態様に応じて、攻撃当初は屋内に一時避難させ、その後、関係機関が安全の措置を講じつ

つ適当な避難地に移動させる等適切な対応を行います。事態の状況により、知事は、緊急通報の

発令、退避の指示又は警戒区域の設定など時宜に応じた措置を行います。

住民の避難も、自衛隊等が行う武力攻撃を排除するための措置も、どちらの措置についても重

要ですので、全体を把握する立場にある、国により総合調整が行われることになります。また、

各機関が行う措置の的確・迅速な実施を図るため、国において道路・港湾施設などの利用に関す

る指針が定められた場合は、それを踏まえた対応を行うことになります。

〈参照法令〉武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する

法律第１４条、武力攻撃事態等における特定公共施設等の利用に関する法律

（７）武力攻撃災害への対応について

【 】意見の概要

○救援に必要な物資等の備蓄などについて、現状の自然災害をベースとしたものでは期待で

きない。

○計画を細々と決めて文章化すると、臨機応変の対応ができなくなる。

○非常時に略奪などが起きないようにするには、普段からの地域のつながりが重要だ。

【県の考え方】

防災のための備蓄と、国民保護措置のための備蓄とで、相互に兼ねることのできる物資・資材

については、相互に活用することとしております。しかし、防災で想定していないような多数の

避難住民等が出た場合などには、備蓄に不足が生ずるおそれもあります。このような場合は、国
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に支援を求めたり、他の都道府県などに応援を求める等、可能な限りの措置をとります。

県国民保護計画（案）は、県が実施する国民保護措置や、国、市町村並びに指定公共機関及び

指定地方公共機関との連携などについて、基本となるべき事項を記載しており、これを基に実情

に即した運用を行っていきます。

有事における治安の維持は、警察が、パトロールや生活の安全に関する情報の提供を行うなど

して、住民の安全の確保、犯罪の予防に努めるとともに、地域における自主防犯組織等とも連携

して安全確保に努めることとしています。

（８）交通規制について

【 】意見の概要

○緊急通行車両の通行を確保するために交通規制を実施することとなっているが、特定の車

両を優先し、他の車両を排除するのはなぜか。

【県の考え方】

緊急通行車両は、消防車、救急車や、救援物資の緊急輸送などを行う車両が該当します。

消火、救命、緊急輸送などの対応を、的確・迅速に行うためには、緊急通行車両の交通路を確

保する必要があります。そのためには、それ以外の一般車両の通行を規制する必要があります。

〈参照法令〉国民保護法第１５５条、道路交通法第３９条第１項

（９）国民保護に関する費用について

【 】意見の概要

○上下水道の代替性の確保、物資の備蓄、訓練等に要する費用について明らかにすべきだ。

○県国民保護計画を作成するため、どの程度の予算を計上しているのか。

【県の考え方】

県国民保護計画に基づき、今後、具体的に事業化を図る段階で費用を明確にしていきます。

県国民保護計画に関する予算は、平成１７年度 国民保護対策推進費として 万円を計上し914
ています。

（１０）国民保護協議会の委員について

【 】意見の概要

○国民保護協議会の委員名を公表すべきだ。

○自衛隊は、県国民保護協議会のメンバーに加える必要はない。

【県の考え方】

県国民保護協議会は、知事を会長として４０人の委員で構成されています。その構成員につい

ては 「ネットあいち （県のホームページ）で公表しております。、 」

国民保護法が、自衛隊に所属する者を県国民保護協議会の委員として任命できることとしてい

る趣旨は、住民避難と自衛隊行動との調整や、国民保護等派遣への対応のためとされていますの

で、これらの趣旨を踏まえ、自衛隊に所属する者に本県国民保護協議会の委員として参加をお願

いしています。

〈参照法令〉国民保護法第３８条第４項第２号
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（１１）国民保護計画（案）の議会への説明について

【 】意見の概要

○県国民保護計画の作成に際して、県議会へ議案として提出する必要があるのではないか。

○県国民保護計画の作成に当たっては、県議会の意見を聴いて欲しい。

【県の考え方】

知事は、県国民保護計画を作成するときは、あらかじめ、総務大臣を経由して内閣総理大臣に

協議するとともに、計画を作成したときは、速やかに県議会に報告すべきことが国民保護法に規

定されています。この法の趣旨から、県国民保護計画について県議会の議決案件とすることはで

きないと考えます。なお、県議会へは、計画（案）を説明することとしております。

〈参照法令〉国民保護法第３４条第５項、第６項

（１２）住民への説明及び意見募集について

【 】意見の概要

○県国民保護計画の策定に当たっては、もっと時間をかけて住民の意見を聴くべきだ。

○県国民保護計画の住民説明会を開催する必要があるのではないか。

【県の考え方】

本県では 「愛知県県民意見提出制度（パブリック・コメント制度）実施要領」を定めて、パ、

ブリック・コメントを実施しており、この実施要領に基づき、意見の募集期間を、９月１日から

３０日までとし、平成１７年度中を目途に県国民保護計画を作成することとしています。

県国民保護計画は、県民の皆様に広く啓発してまいります。

（１３）指定公共機関及び指定地方公共機関について

【 】意見の概要

○運送事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関が、運送の求めを拒否できる「正当

な理由」は何か。

○運送事業者である指定公共機関の社員は、危険な運送をすることを強要されるのか。

○県国民保護計画が指定地方公共機関へ示された場合、労使で協議できるのか。

○国民保護措置を実施する旨の会社からの業務命令が、労働者の意に合わない場合や個人的

問題で出動が困難な場合、拒否できるのか。

○指定公共機関の社員は、研修や訓練にも参加しなければならないのか。その際、賃金の取

扱いはどうなるのか。

○指定公共機関とその下請企業の関係は、あくまでも民間の取引行為の一環か。

【県の考え方】

知事又は市町村長は、国民保護法第７１条又は第７９条に基づいて、避難住民や緊急物資を運

送するため、運送事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関に対して運送の求めを行うこ

とができます。この求めを受けた運送事業者である指定公共機関等は、正当な理由がない限り、

その求めに応じなければなりません。この場合の「正当な理由」は、政府見解によれば、資機材

の故障等により運送を行うことができない場合や、他の都道府県知事などから既に運送を求めら

れている場合などとされています。

国民保護措置の実施に際しては、その内容に応じて安全の確保に配慮しなければならないこと

。 、 、 、とされています 従って 運送事業者に限らず すべての指定公共機関及び指定地方公共機関は
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安全が確保されない業務を強要されるようなことはありません。

指定地方公共機関については、国民保護措置の内容・実施方法、措置を実施するための体制な

どについて、国民保護業務計画を主体的に作成することになっております。各機関とも、国民保

護業務計画の作成に際しては、その計画の下で業務に従事する者等の意見を聴く機会を確保する

よう努め、より良い計画を目指していただきたいと思います。

国民保護法は、国民保護措置の実施に関して、県と指定公共機関及び指定地方公共機関との関

係を規定しており、指定公共機関等の内部における業務のあり方につきましては、県国民保護計

画とは、別の問題であると考えます。

国民保護業務計画の作成が義務づけられたり、運送の求めに応じなければならないのは、指定

公共機関及び指定地方公共機関に限られます。従って、その下請け企業については、国民保護法

に基づく義務は生じません。

〈参照法令〉国民保護法第２２条、第３６条、第７１条、第７３条、第７９条

（１４）無防備地区宣言について

【 】意見の概要

○ジュネーヴ諸条約第一追加議定書にある「無防備地区」の宣言をすべきである。

○全国の自治体が「無防備地区」の宣言を行えば戦争の仮定は消える。

○市町村が無防備地区宣言を行った場合、県はどうするのか。

【県の考え方】

１９４９年８月１２日のジュネーヴ諸条約の国際的な武力紛争の犠牲者の保護に関する追加議

定書（議定書Ⅰ）の第５９条は、紛争当事者が攻撃することを禁止した「無防備地区」について

定めています。同条の２に基づいて 「無防備地区」の宣言をすることができる「紛争当事者の、

適当な当局」については、当該地区の防衛に責任を有する当局、すなわち、国であると解されて

おり、県及び市町村が「無防備地区」の宣言を行うことはできません。

〈参 照〉平成１４年６月２１日付け、内閣官房、防衛庁 回答

（１５）上記の他に、国に対する意見・要望など、次のような御意見をいただきました。

【 】意見の概要

○平和憲法の下、このような戦時立法が施行されることは憲法に違反していると思う。

○国が定めた有事法制には賛成できない。

○アメリカがアジアで起こす戦争の助けをする国民保護法に反対する。

○武力攻撃に備えると言っているが、どの国と戦争すると考えているのか。

、 、○外国に派兵している自衛隊を撤退させ 今後派兵しないことを国の方針として表明すれば

緊急対処事態が起こる可能性は激減するはずだ。

○日本が攻撃されるのは、先制攻撃論をとるアメリカが引き起こす戦争に協力し、自衛隊を

出動させた場合だけだ。

○平和憲法を守って、世界を戦争の道に進ませず、武力攻撃を受けないようにするのが国の

責務と考える。

○自衛隊の本来の任務は戦闘行為であって、住民保護ではない。

○国民の税金は国民のために使うべきで、戦争に荷担するために使うべきではない。

○学校教育で「防衛」を取り上げることに反対する。

○平和政策に徹し、特にアジアの国々と親密な外交を行い、仮想敵国を作らないことを県か
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ら国へ申し入れて欲しい。

○地方から国へ意見を出すなどして、戦争のできる国づくりへの抵抗をすべきと思う。

○平和・非核宣言、名古屋港や中部国際空港への軍用艦船・軍用機の入港・着陸禁止等、愛

知県独自でできることがある。


